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要       約 

本系群の資源状態について、CPUE と漁場面積から求めた資源量指数より評価した。我

が国 EEZ 内の漁獲量は、1980 年代には 40,000 トンを超えていたがその後減少し、2003 年

には最低の 12,055 トンとなった。その後 2007 年には 16,902 トンまで増加したが、2015 年

以降は大きく減少し、2020 年は 1978 年以降における最低値の 10,052 トンであった。日韓

北部暫定水域内の漁場を利用している韓国の漁獲量（韓国 EEZ と日韓北部暫定水域の内訳

は不明）も同様に減少傾向にある。なお、我が国の大臣許可漁業においては 2007 年 9 月以

降、個別割当制による船別の漁獲量の上限が設定されている。資源水準は、2020 年の資源

量指数から大臣許可水域では低位、知事許可水域では高位と判断した。資源動向は、直近

5 年間（2016～2020 年）の資源量指数の推移から大臣許可水域では減少、知事許可水域で

は横ばいであり、系群全体では資源水準を低位、動向を減少と判断した。

大臣許可水域と知事許可水域の直近 10 年間の資源動向は傾向が大きく異なるが、これ

は各水域の操業水深帯と努力量の違いが資源の減耗に影響を与えたことによる。調査船調

査の結果からは今後数年間は漁獲加入が増加すると予想される。しかし、漁獲加入の主体

が未成体であること、再度の資源悪化が懸念されることをふまえると、量的管理の継続と

ともに未成体保護などの質的管理も導入することが長期的な資源維持のために重要である。

また、大臣許可水域は大部分が日韓北部暫定水域と重複していることから、より効果的な

資源管理のためには日韓双方の操業状況を把握し、共同で資源保護に努める必要がある。

以上をふまえ、大臣許可水域、知事許可水域ともに、漁獲量、資源量指数および資源水

準を用いて、ABC 算定規則 2-1)により 2022 年 ABC を算定した。ただし、大臣許可水域に

ついては、漁獲量の代わりに前年の ABC を用いた。 

管理基準
Target/ 
Limit 

2022年 ABC 
（百トン）

漁獲割合

（%） 
F値 

0.8・大臣許可 ABClimit2021・0.83 
1.0・知事許可 Cave 3-yr・1.00 

Target 70 － －

Limit 88 － －

Limit は、管理基準の下で許容される最大レベルの漁獲量である。Target は、資源変動の

可能性やデータ誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、管理基準の下でより安定的な資

源の維持が期待される漁獲量である。ABCtarget = αABClimit とし、係数 α には標準値 0.8
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を用いた。知事許可 Cave 3-yr は直近 3 年間（2018～2020 年）の平均漁獲量 5,917 トンで

あり、大臣許可 ABClimit2021 は、2020 年評価時の 4,300 トンである。 
 

年 
資源量 
（百トン） 

親魚量 
（百トン） 

漁獲量 
（百トン） 

F値 
漁獲割合 
（%） 

2016 － － 141 － － 
2017 － － 131 － － 
2018 － － 119 － － 
2019 － － 110 － － 
2020 － － 101* － － 

*2020 年は暫定値である。 
 
水準：低位  動向：減少 
 
本件資源評価に使用したデータセットは以下のとおり 

データセット 基礎情報、関係調査等 
漁獲量 漁業・養殖業生産統計年報（農林水産省） 

日本海べにずわいがに漁業漁獲成績報告書（水産庁、青森

～福井（7）県、兵庫～島根（3）県） 
県別漁獲量（青森～福井（7）県、兵庫～島根（3）県） 
韓国漁獲統計資料 （URL: http://fips.go.kr/） 

漁獲努力量 日本海べにずわいがに漁業漁獲成績報告書（水産庁、青森

～福井（7）県、兵庫～島根（3）県） 
CPUE、資源量指標値 日本海べにずわいがに漁業漁獲成績報告書（水産庁、青森

～福井（7）県、兵庫～島根（3）県） 
漁獲物の甲幅組成 生物測定（鳥取県、富山県、水研機構） 
主漁場における甲幅組成 新規加入量調査（富山県、兵庫県、鳥取県） 

日本海ベニズワイ資源生態調査（水研機構） 
 
1．まえがき 

ベニズワイガニは、北海道から島根県沖にかけての日本海、オホーツク海、ならびに銚

子以北の本州太平洋沿岸の深海に生息する大型の甲殻類で（三宅 1982、三橋 2003）、日本

海では主にかご網によって漁獲される。水産庁は、特に資源の悪化が懸念された大臣許可

水域及び兵庫県の知事許可水域（日韓北部暫定水域を除く）を対象として、2005～2011 年

度に本種の資源回復計画により、休漁期間の延長や改良漁具の導入などの措置を講じてき

た。さらに、2007 年漁期（9 月～翌年 6 月）より鳥取県境港に水揚げする全船を対象に個

別割当制が導入された。大臣許可船として唯一境港以外を根拠地とする兵庫県船 1 隻につ

いても 2010 年漁期から個別割当制が適用されている。資源回復計画は 2011 年度末で終了

したが、同計画で実施されていた措置は、2012 年度以降、新たな枠組みである「資源管理
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指針・計画」の下で継続して実施されている。 
 
2．生態 
（1）分布・回遊 

日本海に生息するベニズワイガニは、水深 400～2,700 m に広く分布し（図 1）、分布の中

心は 1,000～2,000 m である（日本海区水産研究所 1970、富山県水産試験場ほか 1986、養

松 1993、Fujikura et al. 2000）。浮遊幼生期（3 期）を経て、甲幅 3～4 mm の稚ガニに変態

して着底生活に入る（Konishi et al. 2002）。浮遊幼生期はズワイガニより長い（Yamamoto et 
al. 2019、Yamamoto et al. 2021）。着底後の移動は、成体ガニの場合でせいぜい 50～60 km 程

度であり、大半は 10 km 以内にとどまることが標識放流から明らかになっている（富山水

試ほか 1988、養松 1993）。 
 
（2）年齢・成長 

他の甲殻類と同様に年齢形質が明らかとなっていないため、天然下の個体の絶対年齢は

不明である。飼育条件下では、雄が漁獲対象（甲幅 90 mm、12 齢に相当）に達するまで 9.1
年以上（前田・内山 2011、中島 2020、図 2）、雌が成熟するまでに 7～8 年を要する（前田 
未発表）。3～8 齢では、齢期ごとに季節的な脱皮盛期が認められる（前田 2015）。 

雄は甲幅 59～125 mm で成熟脱皮（最終脱皮）し、以後は脱皮しない（富山県水産試験

場ほか 1986、養松ほか 2007、中島 2020）。飼育下では、成熟脱皮後 4 年で 54％、5 年で

73％の個体が死亡する（中島 2020）。このことから、本種の雄の寿命は少なくとも 10 年以

上であると考えられる。 
 

（3）成熟・産卵 
雄は前項のとおり甲幅 59～125 mm で成熟脱皮を行う。成熟脱皮前の雄の生殖腺は同サ

イズの成熟脱皮後の個体に比べて著しく小さく、繁殖能力が低いことが示唆されている。

成熟脱皮後間もない個体も同様に生殖腺が小さいことから、生殖腺の機能的成熟には成熟

脱皮後一定期間が必要と考えられる（養松ほか 2007）。 
雌は甲幅 63～70 mm に達する 10 齢期または 11 齢期への脱皮が成熟脱皮となる（伊藤 

1976、養松ほか 2012、前田・内山 2013）。成熟サイズは海域や水深によって異なり、餌料

環境による影響が指摘されている（養松ほか 2012、前田・内山 2013）。成熟脱皮後に卵巣

の発達が開始して初めての産卵を行なう（養松・白井 2006）。初産、経産個体ともに主産

卵期は 2～4 月である。隔年産卵を行い、抱卵期間は約 2 年である（伊藤 1976、Yosho 2000）。 
 
（4）被捕食関係 

イカ類のほか、エビ類、カニ類、ヨコエビ類などの甲殻類、微小貝類および小型魚類等

を捕食する（上田 1963、養松 未発表）。本種以外のカニ類が分布しない水深帯でも胃内容

物にカニ類が出現することから、共食い（生体または自他の脱皮殻）の可能性が指摘され

ている（養松 未発表）。ただし、死亡したベニズワイガニの成体を餌料としたかご網を用

いた漁獲試験では、同種の雄に対する誘引効果はないことが知られており（渡部・本多 
2005）、少なくとも大型個体同士の積極的な共食いはないものと考えられる。 
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着底直後の稚ガニはアゴゲンゲなどの魚類に捕食される（小西ほか 2012）ほか、より大

型の個体はドブカスベ、ツチクジラによる捕食が知られている（養松 未発表）。 
 

3．漁業の状況 
（1）漁業の概要 

日本海のベニズワイガニ漁業は、富山県における 1941 年の底刺網による漁獲が発端で

ある。しばらく刺網による漁業が行われてきたが、1962 年にかご漁法が開発され、1964 年

には全船がかご漁業に転換した。その後 1967 年に鳥取県においても富山県のかご漁法に

ならった試験操業が好成績で、以後、当業船による操業が始まった（日本海ベニズワイ研

究チーム 1995）。現在、ごく若干量の混獲を除き、ほとんどがかご網で漁獲されている。 
かご網漁業は漁場によって、東経 134 度以西の兵庫県から島根県の地先と大和堆・新隠

岐堆などの沖合漁場で行われる大臣許可漁業と、青森県から兵庫県の各県地先で行われる

知事許可漁業の二つの異なる許可形態および操業水域に分かれている（図 3）。いずれの許

可漁業でも省令により、雌は全面禁漁、雄についても甲幅90 mm以下は禁漁となっている。

また、大臣許可漁業では、2007 年 9 月より境港に水揚げする船について、2010 年 9 月漁期

からは兵庫県に水揚げする船にも個別割当制による漁獲量の上限が設定されている。 
以前は日本海北西部の我が国 EEZ 外においても漁獲されていたが、2007 年以降は我が

国 EEZ 内の漁獲のみである。EEZ 内では、大臣許可水域の大半と知事許可水域の一部が日

韓北部暫定水域（以下暫定水域）と重なっており、韓国漁船と競合する漁場となっている。 
 

（2）漁獲量の推移 
 我が国 EEZ 内（大臣許可水域および知事許可水域の合計）における 1978 年以降のベニ

ズワイガニの漁獲量は、漁獲努力量の増大により 1984 年には 44,123 トンまで増加したが、

以後は減少し続け、1989 年には 30,000 トンを下回った。1992 年以降は 20,200～24,900 ト

ンで推移していたが、1999 年から再び減少し、2003 年には 12,055 トンとなった。その後

やや回復し、2006 年以降は 15,100～16,900 トンで安定していたが、2015 年以降は減少し、

2020 年は 1978 年以降における最低値の 10,052 トン（暫定値）であった（図 4、表 1）。 
 我が国 EEZ 外（日本海北西部海域）における漁獲量は 1983 年の 11,682 トンをピークに

減少し、1988 年以降は 2005 年を除き 3,000 トン以下で推移した後、2007 年以降の漁獲は

ない（表 1）。韓国の漁獲量は 1993 年以降、韓国 EEZ 内と暫定水域の合計値のみ把握され

ている。2015 年には最大値の 41,647 トンに達したが、その後著しく減少した。2020 年は

15,549 トンで、ほぼ前年並みであった。 
 許可水域別の漁獲量では、大臣許可水域で 1985 年前後には 30,000 トンを超え、我が国

EEZ 内の漁獲量の約 8 割を占めるほどであったが、1980 年代後半以降著しく減少し、2003
年には 5,276 トンとなった。その後回復し、2007 年 9 月以降に個別割当制が導入された以

降は 10,000 トン前後で安定していたが、2015 年以降は減少傾向が続き、2020 年は 4,513 ト

ンであった。一方、知事許可水域では 2007 年以降、6,000 トン前後でほぼ横ばいで推移し

ており、2020 年は 5,539 トン（暫定値）であった（図 4、表 1）。 
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（3）漁獲努力量 
 漁獲成績報告書に記載されているかご数を集計し、大臣許可水域および日本海北西部海

域（我が国 EEZ 外）における努力量として求めた（図 5、表 2）。大臣許可水域では、1988
年に 350 万かごを超える努力量があったが、その後急激に減少し、1994 年以降 110 万かご

前後でほぼ横ばいで推移した。2003～2006 年は 100 万かごを下回ったものの、2007 年以降

日本海北西部海域での操業ができなくなったことから大臣許可水域への漁場移動が起こり、

2007〜2010 年には一時的に 100 万かご以上に増加した。その後は 80 万かご前後で安定し

て推移している。2020 年は前年よりわずかに増加し、82.3 万かごであった。 
 漁場ごとの努力量は、浜田以西・隠岐周辺・新隠岐堆では横ばいないし減少傾向である

のに対し、漁獲の大半を占める大和堆では増加し続けている（補足資料 3）。 
 
4．資源の状態 
（1）資源評価の方法 
 べにずわいがに漁獲成績報告書から求めた、1978 年以降の大臣許可水域および知事許可

水域における資源量指数を資源量指標値として、各水域における資源水準および資源動向

を判断した（補足資料 1、2）。加えて、両水域の資源量指数の合計から、本系群全体の資源

水準および資源動向を判断した。なお、暫定水域では日本漁船だけでなく韓国漁船も操業

しているが、韓国の努力量等の情報が開示されていないため、本評価では日本漁船によっ

て漁獲される資源を評価対象とした。 
 
（2）資源量指標値の推移  
 本系群全体の資源量指数は約 15年周期で増減を繰り返しており、1982年に過去最高（951
千）となった後は 1990 年の 35.5 万まで減少した。その後、1990 年代後半にかけて 60.0 万

を超える水準まで再び増加したものの、以降減少し続け、2002 年には過去最低（31.1 万）

となった。その後は再度増加に転じたが、2011 年以降は減少し続け、2020 年は 45.9 万（暫

定値）であった（図 6、表 3）。 
 水域別でも、系群全体と同様に約 15 年周期の増減が認められる。大臣許可水域は本系群

全体の変動とほぼ同様の増減傾向を示しているものの、2016 年以降は大きく減少して、

2020 年は 17.7 万であった（図 7、表 3）。一方、知事許可水域は長期的に概ね 20.0 万前後

で推移し、変動幅が小さい。2003 年以降は緩やかな増加傾向にあり、2018 年には 1978 年

以降の最高値となる 28.3 万に達したが、以後は横ばいで推移し 2020 年は 28.2 万（暫定値）

となった（図 8、表 3）。 
 大臣許可水域と知事許可水域では、長期的な増減傾向は類似しているものの、直近 10 年

間における傾向は大きく異なっている。これは、大臣許可水域では概ね水深 1,700 m まで

の水深帯を幅広く漁場として利用しているのに対し、知事許可水域では 1,200 m 以浅の操

業が大半を占めること、また知事許可水域の努力量が大臣許可水域と比較して低い水準に

あることなどが理由として挙げられる。ベニズワイガニは深い水深帯ほど小型個体が多い

ため（養松・白井 2007）、深い水深帯での操業が少ない知事許可水域では小型個体の保護

効果が高く、より長期的に資源を利用できていると考えられる。 
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（3）漁獲物の甲幅構成 
 大臣許可水域・知事許可水域それぞれにおける漁獲物の甲幅組成を図 9～11 に示した。

大臣許可水域の漁獲物の大部分が水揚げされる境港市場では、資源量指数が最高値となっ

た 2012 年はいずれの海域でも甲幅 90～100 mm の個体が主体であった。しかし、資源状態

の悪化が顕著となった 2016 年以降は、甲幅 90 mm 付近の個体が減少した。「（4）資源の水

準・動向」の項で後述するように、新たに漁獲加入する個体が少なかったことが原因と考

えられる。この傾向は 2020 年も継続している（図 9）。  
 知事許可水域である富山湾と新潟県上越沖では、例年甲幅 110 mm 以上の甲幅サイズに

モードが認められ、大臣許可よりも漁獲物が大きく成体の比率が高い傾向にある。これは

前述の通り、知事許可水域における操業が大型個体が多く分布する浅い水深帯（～1,200 m）

を中心に行われることが理由として挙げられる。その一方で、甲幅 90～100 mm の個体の

占める割合は 2016 年以降減少傾向にある（図 10、11、富山湾 2018 年を除く）。大臣許可

水域と同様に、知事許可水域でも漁獲加入する個体が減少していることが示唆される。 
 
（4）資源の水準・動向 
 資源水準を判断するため、1978～2020 年の資源量指数の最高値と最低値の間を三等分し、

高位、中位、低位に区分した。大臣許可水域において高位／中位と中位／低位の境界値は

それぞれ 53.1 万と 33.2 万、知事許可水域では同様に 23.2 万と 18.0 万である。2020 年の資

源水準は、大臣許可水域は 17.7 万で低位、知事許可水域は 28.2 万で高位と判断した（図

7、8）。系群全体では、高位／中位、中位／低位の境界値の 73.8 万、52.4 万に対し、2020
年は 45.9 万であり、低位と判断した（図 6）。 
 資源動向については、直近 5 年間（2016～2020 年）の資源量指数の推移から、大臣許可

水域は減少、知事許可水域は横ばい、系群全体では減少と判断した。 
 大臣許可水域の資源量指数は昨年に引き続き減少した。また、これまで資源量指数が増

加し続けていた知事許可水域も、2018 年以降は横ばいにとどまっている。努力量は得られ

ていないものの、韓国の漁獲量も大臣許可水域の資源量指数とほぼ同時期に急減しており、

資源状態の悪化が示唆される（図 4）。このような日本海全域における資源状態の悪化・停

滞は、加入量の減少が主な原因であると考えられる。調査船調査による各海域の甲幅組成

から、大臣許可水域では 2005 年から 2012 年にかけて甲幅 10 mm 程度の新規加入個体が非

常に少ない時期が続いていた（図 12）。また、知事許可水域においても、大臣許可水域に

やや遅れて新規加入の少ない時期があった（図 13、14）。日本海の各地で加入の少ない時

期が続いたことが、本系群の資源水準の低下に繋がったと推察される。 
 
（5）今後の加入量の見積もり 
 調査船調査の結果から、大臣許可水域・知事許可水域ともに新規加入群が認められてい

る。大臣許可水域にあたる隠岐西方海域では、2014 年ごろから出現し始めた新規加入群が

成長し続け、2020 年には漁獲対象サイズである甲幅 90 mm に達した。隠岐西方をはじめ

とする西部海域の CPUE は直近年で増加に転じており、これは新たな漁獲加入によるもの

と考えられる（補足資料 3）。さらに、2021 年には甲幅 50～70 mm を中心とする幅広いサ

イズで高い現存量が確認されたことから、新規加入群は複数年級にまたがっている可能性
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が高く、今後数年間はまとまった漁獲加入が続く見通しである。ただし、甲幅 10 mm 台の

個体は直近 2 年連続して確認されなかったため、およそ 10 年後に再び漁獲加入が減少す

る可能性がある（図 12）。 
 知事許可水域においても、2011～2012 年ごろに豊度の高い新規加入群が現れ、2020 年の

調査では甲幅 80～90 mm に成長していた。したがって、大臣許可水域と同様に、今後漁獲

対象資源は回復していくと予想される。なお、本水域では大臣許可水域とは対照的に、2020
年の調査でも新規加入群が継続して認められている（図 13、14）。 
 
5．2022 年 ABC の算定 
（1）資源評価のまとめ 
 本系群の資源状態について、CPUE と漁場面積から求めた資源量指数より評価した。2020
年の資源量指数から、資源水準は大臣許可水域で低位、知事許可水域で高位、直近 5 年間

（2016～2020 年）の資源量指数の推移から、資源動向は大臣許可水域で減少、知事許可水

域で横ばいであり、系群全体では資源水準を低位、動向を減少と判断した。 
 
（2）ABC の算定 

大臣許可水域、知事許可水域ともに資源量指標値の水準及び変動傾向に合わせた漁獲を

行うことを管理目標とした。 
各水域でそれぞれ、以下に示す ABC 算定規則 2-1)によって 2022 年 ABC を算定した後、

それらを合計して本系群の ABC とした。なお、ABC とその基礎となる漁獲量は我が国漁

業に対する値であり、外国による漁獲量は含んでいない。 
ABClimit = δ1 × Ct × γ1 
ABCtarget= ABClimit × α 
γ1 = (1 + k × ( b/I )) 
ここで、Ct は t 年の漁獲量、δ1は資源水準で決まる係数、k は係数、b と I は資源量指標

値の傾きと平均値、α は安全率である。γ1は資源量指標値の変動から算定する。 
 大臣許可水域では、2007 年 9 月より個別割当制により漁獲量の上限が規定されているこ

とから、Ct の代わりに前年の ABClimit（今回の評価では 2020 年評価時の 2021 年 ABClimit
である 4,300 トン）を使用した（銭谷 2016）。資源量指数の直近 3 年間（2018～2020 年）

の動向から b（-35,619.6）と I（208,084）を定めた。k は標準値の 1.0 とした。δ1は、資源

水準を資源量指数の最低値と最高値の間を 3 等分して定め、かつ資源水準が低位であるた

め、この場合の標準値である 0.8 を用いた。その結果、γ1は 0.83 であり、ABClimit は 2,855
トン、ABCtarget は 2,284 トンと算定された。 
 知事許可水域では、Ct として 2018～2020 年の平均漁獲量 5,917 トンを用い、資源量指数

の直近 3 年間（2018～2020 年）の動向から b（-486.2）と I（281,903）を定めた。k は標準

値の 1.0 とした。δ1は、資源水準が高位であるため、標準値である 1.0 を用いた。その結

果、γ1は 1.00 であり、ABClimit は 5,917 トン、ABCtarget は 4,734 トンと算定された。 
 以上より、系群全体の ABC は、大臣許可水域と知事許可水域の合計より、ABClimit で
8,773 トン、ABCtarget で 7,018 トンと算定された。 
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管理基準 
Target/ 
Limit 

2022年 ABC 
（百トン） 

漁獲割合 
（%） 

F値 

0.8・大臣許可 ABClimit2021・0.83 
1.0・知事許可 Cave 3-yr・1.00 

Target 70 － － 

Limit 88 － － 

Limit は、管理基準の下で許容される最大レベルの漁獲量である。Target は、資源変動の

可能性やデータ誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、管理基準の下でより安定的な資

源の維持が期待される漁獲量である。ABCtarget = αABClimit とし、係数 α には標準値 0.8
を用いた。知事許可 Cave 3-yr は直近 3 年間（2018～2020 年）の平均漁獲量 5,917 トンで

あり、大臣許可 ABClimit2021 は、2020 年評価時の 4,300 トンである。 
 
  

ベニズワイガニ日本海系群－8－



FRA-SA2021-RC07-1 

 

（3）ABC の再評価 
昨年度評価以降追加されたデータセット 修正・更新された数値 

2019 年漁獲量確定値 2019 年漁獲量 
2020 年漁獲量暫定値 2020 年漁獲量 
2020 年漁獲成績報告書 2019～2020 年の資源量指数 

 
評価対象年 
（当初・再評価） 

管理基準 資源量 
ABClimit 
（百トン） 

ABCtarget 
（百トン） 

漁獲量 
（百トン） 

2020 年（当初） 
0.8・大臣許可 ABClimit2019・
0.89 
1.0・知事許可 Cave 3-yr・1.03 

－ 125 100  

2020 年（2020
年再評価） 

0.8・大臣許可 ABClimit2019・
0.82 
1.0・知事許可 Cave 3-yr・1.03 

－ 120 96  

2020 年（2021
年再評価） 

0.8・大臣許可 ABClimit2019・
0.82 
1.0・知事許可 Cave 3-yr・1.03 

－ 120 96 101 

2021 年（当初） 
0.8・大臣許可 ABClimit2020・
0.80 
1.0・知事許可 Cave 3-yr・1.01 

－ 102 82  

2021 年（2021
年再評価） 

0.8・大臣許可 ABClimit2020・
0.78 
1.0・知事許可 Cave 3-yr・1.01 

－ 101 81  

2021 年再評価において 2019 年漁獲量が確定値となったが、値は暫定値から変化しなかっ

た。また、2020 年 CPUE 値の追加によって 2019 年の資源量指数（3 年平均 CPUE を使用）

が更新された。このことにより、両海域の γ1が更新され、大臣許可水域では 2021年ABClimit
が 4,288 トンから 4,181 トンに下方修正された。知事許可水域では 2021 年 ABClimit は当

初の 5,938 トンのまま変わらなかった。以上の理由により、2021 年 ABClimit は 102 百トン

から 101 百トンに下方修正された。 
 
6．ABC 以外の管理方策の提言 

本種の雌は全面禁漁であり、雌の親魚保護に対して一定の役割を担っていると考えられ

る。しかしその一方で、かご網の浸漬時間が短い場合には雄よりも雌が多く混獲される場

合がある上に（安達 1988）、混獲された個体の多くは放流後に死亡する（渡部・山崎 1999）。
さらに、雄も甲幅 90 mm 以下の個体は禁漁とされているものの、特に大臣許可水域では漁

獲物に占める未成体雄の割合が高い（図 9）。一般にズワイガニ類の再生産には雌だけでな

く成体雄も同様に重要とされる。特にベニズワイガニの未成体雄は総じて生殖腺重量が小

さく、再生産の主体は成熟脱皮後十分時間が経過して生殖腺が発達した成体雄であると考

えられている（養松ほか 2007）。実際に未成体雄の割合が高い水深 2,000 m 付近では雌に
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精子制限（sperm limitation）の可能性が指摘されており（養松 未発表）、未成体雄を保護し、

成体雄の比率を高めることは親魚確保の観点から重要である。現状の大臣許可水域では成

体雄になる前の未成体雄の段階での漁獲が多く、雌だけではなく雄の親魚保護も喫緊の課

題である。 
本種の親魚保護効果を高める手段としては、かご網の浸漬時間の延長と操業水深の調整

の 2 つが挙げられる。浸漬時間は 4 日以上で全ての雌が、7 日以上で甲幅 95 mm 以下の雄

がかご網から脱出するため、可能な限り 1 週間以上、少なくとも 4 日以上は漁具を設置し

ておくことが望ましい（渡部・山崎 1999）。また、本種はサイズごとに生息水深が分かれ

ており、甲幅 40 mm 以上の個体では深いほど小さな個体が分布する（養松・白井 2007）。
このことから、深場での操業自粛は未成体の保護に有効である。実際に、操業の大半が 1,200  
m 以浅で行われる知事許可水域では総じて大臣許可水域（1,700 m まで幅広く利用）より

も漁獲物が大型で、成体の比率が高い（図 9～11）。なお、これらの方法は漁獲物に占める

成体雄の比率を高めるため、本種の親魚保護に限らず、混獲死亡の軽減や選別作業の効率

化、漁獲金額の向上にも寄与すると考えられる（本尾・山本 1998）。 
また、本種の雄は生まれてから漁獲加入するまでに 9.1 年以上と非常に長い期間を要す

る（前田・内山 2011、中島 2020、図 2）。かご網を用いる漁業の特性上、漁業依存情報か

ら漁獲加入前の年級群豊度を予見することができない資源であるが、近年は桁網を用いた

調査船調査により加入の有無を早期から把握することが可能となった。本種は生息域が広

く、また漁獲加入前の個体の主分布水深が 2,000 m 付近にあるため（養松・白井 2007、
Yosho et al. 2009）、分布域全域にわたって定量的な加入量を得ることは困難であるが、主要

漁場における加入動向に基づき早期から管理方策を計画・実行することは十分に可能であ

る。具体的には、漁獲加入が少ないと見込まれる時期に資源を枯渇させないよう、資源が

潤沢なうちから計画的な取り残し方策をとることが望ましい。本種は成体がほとんど水平

移動せず（富山水試ほか 1988、養松 1993）、自然死亡率が低いため（中島 2020）、このよ

うな方策は特に有効である可能性が高い。 
直近の調査船調査の結果からは、今後数年は豊度の高い漁獲加入が続くと見込まれる

（図 12～14）。しかし、特に大臣許可水域において 2021 年は新規加入群（甲幅 10 mm 台）

が認められず、約 10 年後に漁獲加入の大幅な減少が懸念されること（図 12 緑丸）、また今

後の漁獲加入の主体が甲幅 90 mm 前後の未成体であることをふまえると、加入した資源を

即座に漁獲することには前述したリスクが伴う。約 10 年後の漁獲加入が少ない時期にも

資源・産業を維持するためには、引き続き量的管理を続けるとともに、質的管理として未

成体の雄を保護することが本系群では極めて重要である。 
最後に、本系群の分布域の大部分と重複する暫定水域は、日本漁船だけでなく韓国漁船

も操業を行う海域である。しかし、韓国船の漁獲量や努力量、操業水深、かご網の仕様等

に関する情報は開示されていないため、本評価では日本漁船によって漁獲された資源を評

価対象としている。また、韓国のバイ籠漁業によって小型ベニズワイガニが混獲されてい

る実態があるほか（養松・廣瀬 2019）、逸失漁具による大型個体のゴーストフィッシング

も問題である（渡部 2005）。今後、より効果的にベニズワイガニの資源管理を行うために

は、日韓双方の操業状況を把握し、共同で資源保護に努める必要がある。 
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図 1. 日本海本州沿岸におけるベニズワイガニの分布 
 
 

 
図 2. 雄の年齢と甲幅の関係（中島（2020）から改変） 

グラフ中の数字は脱皮齢期。実線は成熟脱皮前の成長を、破線は成熟脱皮後の成長を

示す。成熟脱皮前の個体は第 13 齢以降も脱皮するが、第 14 齢以降の成長は未解明。

赤い点線は漁獲制限サイズを示す。 
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図 3. ベニズワイガニ日本海系群の漁場区分図 

本系群を対象とする漁場は、我が国 EEZ（青い点線）および日韓北部暫定水域（赤い

実線）の韓国側の境界線より日本側の海域であり、このうち、黒い実線より西側が大

臣許可水域、東側が知事許可水域である。図中の数字は緯度経度 1 度升目により区分

される「べにずわいがに漁区」の中漁区番号を示す。数字が振られていない海域の大

半は漁場水深外であり、操業実績はほとんどない。 
 

 
図 4. ベニズワイガニ日本海系群の許可水域別漁獲量と韓国漁獲量 

水域区分は図 3 に示した現在の境界による。1992 年以前の韓国漁獲量は不明。 
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図 5. 大臣許可水域及び我が国 EEZ 外における漁獲努力量（かご数） 
 

 
図 6. 本系群対象海域全域における資源量指数 

資源量指数の最高値と最低値の間を三等分して、上から高位、中位、低位とし、それ

ぞれの境界を赤線で示した。高位／中位、中位／低位の境界値はそれぞれ 73.8 万と

52.4 万である。  
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図 7. 大臣許可水域における資源量指数 

資源量指数の最高値と最低値の間を三等分して、上から高位、中位、低位とし、それ

ぞれの境界を黒線で示した。高位／中位、中位／低位の境界値はそれぞれ 53.1 万と

33.2 万である。 
 

 
図 8. 知事許可水域における資源量指数 

資源量指数の最高値と最低値の間を三等分して、上から高位、中位、低位とし、それ

ぞれの境界を黒線で示した。高位／中位、中位／低位の境界値はそれぞれ 23.2 万と

18.0 万である。  
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図 9. 境港（大臣許可水域）水揚げ物の漁場別甲幅組成 
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図 10. 富山湾（知事許可水域）における

水揚げ物の甲幅組成 
図 11. 新潟県上越沖（知事許可水域）に

おける水揚げ物の甲幅組成 
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図 12. 隠岐島西方海域（大臣許可水域）におけるベニズワイガニ雄の現存量指数 
水産資源研究所（但州丸）および鳥取県（第一鳥取丸）の桁網調査結果に基づく。現

存量指数は、水深帯ごとに設けられた調査点における甲幅別採集密度に水深帯別面積

を乗じた値を合計して算出した。赤線は漁獲規制サイズ（甲幅 90 mm）を示す。2006
年と 2017 年は調査実施点数が少なく、過小評価の可能性がある。2013 年と 2016 年は

本海域での調査は実施しなかった。 
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図 13. 兵庫県香住沖（知事許可水域）にお

けるベニズワイガニ雄の現存量指数 
兵庫県（たじま）の桁網調査データに

基づく。現存量指数は、水深帯ごとに

設けられた調査点における甲幅別採

集密度に水深帯別面積を乗じた値を

合計して算出した。赤線は漁獲規制サ

イズ（甲幅 90 mm）を示す。 

図 14. 富山湾（知事許可水域）におけるベ

ニズワイガニ雄の甲幅組成 
富山県（立山丸）の桁網調査データに

基づく。赤線は漁獲規制サイズ（甲幅

90 mm）を示す。雌雄不明の個体は 0.5
尾とカウントした。 
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表 1. ベニズワイガニの海域別漁獲量（トン） 

 
農林統計による青森県～島根県における漁獲量から大臣許可水域における漁獲量を減じた

値を、知事許可水域の漁獲量とした。漁獲成績報告書の漁区により海域を判断した。ただ

し、漁績の提出がないものは知事許可水域に含めた。水域は現在の区分（図 3）による。我

が国 EEZ 外の大半は日本海北西部海域である。韓国の漁獲量は韓国沿岸および日韓北部暫

定水域での漁獲の合計であり（1993 年以降）、本系群の漁獲量には含まれていない。2020
年は暫定値。 
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表 2. 大臣許可漁業船による海域別漁獲努力量（千かご） 

 
我が国 EEZ 外の大半は日本海北西部海域である。2020 年は暫定値。 
 
 
表 3. 海域別資源量指数 

 
2020 年は暫定値。 
  

ベニズワイガニ日本海系群－22－



FRA-SA2021-RC07-1 

 

補足資料 1 資源評価の流れ 
使用したデータと資源評価の関係を、以下のフローを参考に簡潔に記す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

2020年までの資源量指標値と漁獲量 
2021年のABClimit（大臣許可のみ） 

 

2022年ABC 

水準判断 資源量指標値の傾き 
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補足資料 2 資源量指標値の計算方法 
べにずわいがに漁獲成績報告書では、月別漁区（緯度経度 10 分枡目）別の漁獲量と網数

が集計されている。これらを年別中漁区（緯度経度 1 度枡目）別にまとめたとき、年 y 中

漁区 j における CPUE（U）および資源量指数（P）は次式で表される。 

 

 
上式で C は漁獲量（kg）を、X は努力量（かご数）を、A は漁場面積（km2）をそれぞれ示

す。 
集計単位（許可水域など）における年 y の資源量指数は、各中漁区の資源量指数の合計

として、次式で表される。 

 

計算に使用した各年各中漁区の CPUE は、当年および前後各 1 年による 3 年間の移動平

均とした。直近年の CPUE は、当年と前年の値による 2 年平均（暫定値）であり、翌年の

値が加わることで 3 年平均に更新され、確定する。 
操業がない、もしくは努力量データの欠損により CPUE が 3 年以上欠損した中漁区につ

いては、欠損年を挟む年の CPUE を用いた回帰直線により CPUE を推定した。また、欠損

年以降直近年まで欠損した中漁区については、欠損年の前年の CPUE を代替値とした。 
近年において、全操業の 90%以上が行われていると推定される、大臣許可水域では水深

800～1,500 m、知事許可水域では水深 800～1,200 m を漁場と定義して、GIS ソフト「Marine 
Explorer」により各中漁区の漁場面積を求めた。 
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補足資料 3 海域別 CPUE と努力量 
本項では各水域内の海域別（補足図 3-1）の資源状況を比較するために、漁獲成績報告書

から求めた CPUE（kg/かご）の平均値をまとめた（補足図 3-2）。また、全船のデータが得

られている大臣許可水域については海域別の漁獲努力量も示した（補足図 3-3）。 
大臣許可水域では、いずれの海域でも 2015 年ごろから CPUE が低下傾向が続いていた

が、直近の 2020 年では新隠岐堆、隠岐西方、浜田以西と、西部の漁場を中心に CPUE が増

加に転じた（補足図 3-2）。調査船調査により資源状況の経年変化が把握されている隠岐西

方海域では、2014 年以降に発生した新規加入群が漁獲加入し始めていることが示唆されて

おり、本海域の CPUE の増加はこれに対応するものと考えられる。この豊度の高い加入群

は複数年級にわたっている可能性が高く（図 12）、今後数年は漁獲加入の良い状態が続く

と予想される。本海域における努力量は長期的に横ばいないし減少傾向にあり、今後の漁

獲加入（未成体が中心）を持続的に利用し続けるためには、現在の努力量の水準を保つこ

とが極めて重要である。西部の漁場とは対照的に、大和堆や隠岐東方では依然として CPUE
の低下傾向が続いている。特に大和堆では資源が減少した後も漁獲努力量が増加し続けて

おり（補足図 3-3）、今後の漁獲加入が示唆されているものの（補足資料 4）、加入した資源

を長期的に利用するためには努力量の量的・質的削減が必要である。 
知事許可水域では、いずれの海域でも 2016 年ごろまで緩やかに増加した後、横ばいまた

は減少傾向に転じている（補足図 3-2）。近年の加入量の減少やそれに伴う漁獲物組成の大

型化（図 10、11、13、14 補足資料 4）から示唆されている通り、大臣許可水域にやや遅れ

て漁獲加入が少ない期間に入ったと考えられる。ただし、新たな新規加入群が今後 2 年以

内には漁獲対象となるため、資源状態の停滞は短期的と予想される（図 13、14）。 
 

 

補足図 3-1. 本項の集計に用いた海域の範囲 
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補足図 3-2. 大臣許可・知事許可水域における海域別 CPUE 
 

 
補足図 3-3. 大臣許可水域における海域別漁獲努力量 
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補足資料 4 隠岐島西方海域以外の海域における雄の甲幅組成 
 本系群の分布海域において調査船調査によって長期的に甲幅組成が得られている海域は、

図 12～14 に示した隠岐島西方海域、兵庫沖、富山湾のみであるが、ほかの海域においても

調査年数や調査点数は断片的ながら経年的な甲幅組成が得られているので、本資料ではそ

の結果を示した。 
 図 12 と同一の調査船調査によって得られた佐渡西方、大和堆東方、能登西方（補足図 4-
1）の甲幅組成を補足図 4-2 に示す。佐渡西方では 2019 年以降、大和堆東方では 2013 年以

降、それ以前の組成では認められなかった甲幅 10～20 mm の小型個体のモード（赤矢印）

が現れ、その後成長している。2021 年には能登西方海域においても明瞭なモードが新たに

認められた（赤矢印）。集計水深が異なるため現存量の定量的な比較は困難であるが、本系

群の分布域の広範囲にわたって加入量が一時的に減少したのち（水色矢印）、その後広域的

に小型個体が発生したと考えられる。小型個体の出現時期やモード位置の経年的な変化は

海域ごとに異なっているため、今後、加入した個体が安定的に漁獲対象資源に加わるかモ

ニタリングを継続する必要がある。 
 

 
補足図 4-1. 調査海域図 
  

ベニズワイガニ日本海系群－27－



FRA-SA2021-RC07-1 

 

 
補足図 4-2. 佐渡西方、大和堆東方、能登西方におけるベニズワイガニ雄の現存量指数 

灰色の塗りつぶしは調査未実施であることを示す。上記の海域で実施した調査は本種

の分布水深の一部の水深帯に限られているため、佐渡西方は水深 1,700～1,900 m 帯、

大和堆東方は水深 1,000～1,200 m、1,600 m、1,800 m、2,000 m 帯、能登西方は 1,700～
2,000 m 帯のデータを抽出して計算した。また、佐渡西方の 2018 年の 1,800 m 帯と 2021
年の 1,900 m 帯、能登西方の 2015 年の 1,700 m 帯と 1,900 m 帯がそれぞれ欠測してい

る。赤線は漁獲規制サイズ（甲幅 90 mm）を示す。 
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